
令和８年度 広島市子育て世帯住替え促進空き家除却費補助事業 申込書 
 

令和   年   月   日 
 

 

１．申請者について、該当する項目のチェック欄に○を付けてください。 

 

２．補助対象となる住宅について、該当する項目のチェック欄に○を付けてください。（法人が所有する住宅は 

対象となりません。） 

住宅の要件 チェック欄 

① 住宅団地内にある戸建て住宅又は併用住宅（延べ面積の 2 分の 1以上を居住の用に供するものに限 

る。）で、居住又は使用されたことがあるものである。  

 

② 補助金の申請日（申請を行う者が購入者又は受贈者に該当する場合は、売買契約日又は受贈した日）

から遡って３ヶ月以上居住されていない住宅である。 

 

③ 空き家活用計画書に記載されている住宅である。  

④ 国又は地方公共団体からこの事業に基づく補助金の対象工事と同一の部位に対して補助金の交付を

受けていない住宅である。 
 

 

申込者 氏名
ふりがな

 

 住所   〒 

              

 電話番号（日中の連絡先）        －     － 

団地名 

 補助対象となる住宅の所在地   

〒         広島市     区 

申請者の要件 チェック欄 

⑴～⑶のいずれかに該当する者である。 

⑴ 補助対象空き家を除却し、除却後の敷地を子育て世帯の世帯主に売却、貸与、又は贈与する、当該

空き家の所有者 

 

⑵ 補助対象空き家を除却し、除却後の敷地に新たに建築する住宅を子育て世帯の世帯主に売却、貸与

又は贈与する、当該空き家の所有者 

 

⑶ 購入、受贈、相続、受遺により取得した補助対象空き家を除却し、除却後の敷地に新たに住宅を建

築する者で、次に掲げる①～③の要件の全てに該当する者 

 

 

① 

購入者の場合 売買契約締結日から半年以内である。  

受贈者の場合 贈与を受けた日から半年以内である。  

相続人・受遺者

の場合 

相続等の開始があった日から３年が経過する日の属する年の 12 月 31 日以前

である。 
 

② 小学生以下の子ども（出産予定を含む。）がいる世帯の世帯主である。  

③  居住する住宅がある住宅団地における地域活動に参加（町内会・自治会への加入など）する意

思があり、活動内容について報告することができる。 

 

⑴～⑶共通の要件 

① 区市町村税を滞納していない。  

② この補助金の交付をこれまでに受けたことがない。  

③ 暴力団員等でない（(3)に該当する場合は世帯構成員全員）。  

受付番号 第   号 


